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地域子ども・子育て支援事業のニーズ量の再算定結果について 

 

 

１ 概要 

第１回子ども・子育て会議及び地域福祉推進協議会子ども部会でお示しした人口推計

を基に、地域子ども・子育て支援事業のニーズ量を再算定したため、ご報告いたします。 

なお、事業によっては、「（利用回数等の実績）÷（利用対象者数）＝（利用意向率）」

により求めた利用意向率を、人口推計に乗じることでニーズ量を算定しています。令和

元年度から新型コロナウイルス感染症の影響が各事業に生じていますが、今回の再算定

に当たっては、直近である令和３年度の利用回数等の実績を用いた利用意向率を採用し

ています。 

 

２ 再算定結果 

別紙のとおり 
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※本資料は、文京区子育て支援計画（令和２年度～令和６年度）の P128～P140、 

「子ども・子育て支援事業計画」より抜粋した上で、再算定結果等を加筆しています。 

 

地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制 

地域子ども・子育て支援事業とは、教育・保育施設を利用する子どもの家庭だけでな

く、在宅の子育て家庭を含むすべての家庭及び子どもを対象とする事業として、子ども・

子育て支援法第 59 条の規定に基づき、地域の実情に応じて実施するものです。  

 

（１）利用者支援事業 

子ども・子育て支援法 

等における事業概要 

子ども又はその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育

て支援事業等の情報提供及び必要に応じ相談・助言等を行うとともに、

関係機関との連絡調整等を実施する事業です。 

確保方策の考え方 

文京シビックセンターにおいて、保育ナビゲーター、子育てガイド及

び母子保健コーディネーターが中心となり、利用者の支援を進めると

ともに、保護者が集まる身近な場所である子育てひろば（地域子育て支

援拠点施設）や保健サービスセンターと連携を行い、教育・保育施設や

地域の子育て支援事業等の情報提供及び必要に応じ相談・助言等の充

実を図ります。 

● 関連事業 

  1-1-1 妊娠・出産への支援 

5-2-3 地域団体による地域子育て支援拠点事業 

5-2-4 子育てひろば事業 

量の見込み（ニーズ量）と確保方策の実施時期 

項  目 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

利用者 

支援事業 

母子保健型 保健サービスセンター ２か所 

その他 

文京シビックセンター １か所（保育ナビゲーター・子育てガイド） 

地域団体による地域子育て支援拠点 ４か所 

（新規開設施設１か所を含む。） 

子育てひろば ５か所 

 

＜量の見込み（ニーズ量）・確保方策について＞ 

   利用者支援事業は、子育てひろば（地域子育て支援拠点施設）などの既存の子育て支援施設の

機能を拡充することで、多くの利用者に支援ができるよう事業を展開する。令和 2 年度以降は、

各施設の利用状況を確認の上、適切な規模を確保していく。  
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（２）地域子育て支援拠点事業 

子ども・子育て支援法 

等における事業概要 

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、

子育てについての相談、情報の提供、助言その他の援助を行

う事業です。 

量の見込み（ニーズ量） 

の算定方法 

将来人口推計とニーズ調査における地域子育て支援拠点

施設事業の利用意向割合・利用意向日数からニーズ量を算定

しました。 

確保方策の考え方 

子育てひろば５か所と地域団体による地域子育て支援拠

点４か所で事業を実施します。 

● 関連事業  

5-2-3 地域団体による地域子育て支援拠点事業 

5-2-4 子育てひろば事業 

 

＜事業量の算定方法＞ 

子育てひろば事業については、西片、汐見、水道、千石、

江戸川橋の５か所を事業量としました。 

また、地域団体による地域子育て支援拠点事業について

は、富坂地区、大塚地区、本富士地区、駒込地区の４か所を

事業量としました。 

量の見込み（ニーズ量）と確保方策の実施時期 

項  目 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

量の見込み  

（ニーズ量） 

計画上① 

（元年度） 
56,916 人 58,301 人 59,799 人 61,141 人 63,034 人 

再算定② 

（４年度） 
― ― 51,538 人 50,869 人 51,340 人 

②－① ― ― ▲8,261 人 ▲10,272 人 ▲11,694 人 

確

保

方

策 

地域団体による 

地域子育て支援拠点

事業 

４か所（新規開設施設１か所を含む。） 

子育てひろば事業 5 か所 
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（３）妊婦健康診査 

子ども・子育て支援法 

等における事業概要 

妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査とし

て、①健康状態の把握、②検査計測、③保健指導を実施するとともに、

妊娠期間中の適時に必要に応じた医学的検査を実施する事業です。 

量の見込み（ニーズ量）

の算定方法 
将来人口推計における０歳児の人口をニーズ量としました。 

確保方策の考え方 

妊婦の健康リスクを把握し、母体や胎児の健康確保及び経済的負担

の軽減を図るため、妊婦健康診査等に係る費用の一部を助成します。

また、「妊婦歯周疾患検診」を実施し、歯周疾患のリスクが高まる妊

娠期の口腔衛生の向上を図ります。 

● 関連事業 

1-1-1 妊娠・出産への支援 

量の見込み（ニーズ量）と確保方策の実施時期 

項  目 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

量の見込み  

（ニーズ量） 

計画上① 

（元年度） 
2,097 人 2,114 人 2,181 人 2,250 人 2,314 人 

再算定② 

（４年度） 
― ― 1,793 人 1,825 人 1,842 人 

②－① ― ― ▲388 人 ▲425 人 ▲472 人 

確

保

方

策 

妊娠・出産への 

支援 

実施場所：都内の委託医療機関（病院、診療所など）※ 

主な検査項目：体重、血圧測定、尿検査、貧血、血糖検査など 

実施時期：通年 

 

※ 里帰り出産等による都外医療機関、助産所での妊婦健診は、償還払いで費用を助成します。 
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（４）乳児家庭全戸訪問事業 

子ども・子育て支援法 

等における事業概要 

生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育て支援に関

する情報提供や養育環境等の把握を行う事業です。 

量の見込み（ニーズ量）

の算定方法 
将来人口推計における０歳児の人口をニーズ量としました。 

確保方策の考え方 

生後４か月以内の乳児がいる全ての家庭を保健師や助産師が訪問

し、母子の健康管理や子育てに関する情報提供を行う。また、孤立し

がちな子育て家庭における不安や悩みを聞き、支援が必要な家庭を適

切なサービスへ結び付ける乳児家庭全戸訪問事業を実施します。 

● 関連事業 

1-1-3 乳児家庭全戸訪問事業 

量の見込み（ニーズ量）と確保方策の実施時期 

項  目 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

量の見込み  

（ニーズ量） 

計画上① 

（元年度） 
2,097 人 2,114 人 2,181 人 2,250 人 2,314 人 

再算定② 

（４年度） 
― ― 1,793 人 1,825 人 1,842 人 

②－① ― ― ▲388 人 ▲425 人 ▲472 人 

確

保

方

策 

乳児家庭全戸訪問 

事業 

実施体制：保健師・助産師の専門職で実施 

実施機関：２か所 

（保健サービスセンター、保健サービスセンター本郷支所） 

 



5 

（５）養育支援訪問事業及び子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業 

子ども・子育て支援法 

等における事業概要 

養育支援訪問事業とは、児童虐待の発生予防・早期発見、発生時の迅

速・的確な対応等を行うため、支援を必要とする子どもや妊婦の早期発

見に努め、養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養

育に関する指導・助言等を行うことで、当該家庭の適切な養育を支援す

る事業です。 

また、子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業とは、関係機関の

情報共有を推進し、調整機関職員やネットワーク構成員（関係機関）の

専門性強化と、ネットワーク機関間の連携強化を図る事業です。 

確保方策の考え方 

児童虐待への対応及び未然防止を図るため、特に養育を支援する必

要がある家庭への育児支援ヘルパー派遣事業や子育て支援講座の開催

など、児童虐待防止対策事業を実施するとともに、社会的養育の充実を

目的に、養育家庭普及活動の推進を図ります。 

地域における子どもと家庭に関する支援体制の充実を図るため、関

係機関と連携して、要保護児童対策地域協議会の取組を推進します。 

● 関連事業 

4-1-1 児童虐待防止ネットワークの充実 

4-1-2 児童虐待防止対策事業 

4-1-3 育児支援ヘルパー事業 

量の見込み（ニーズ量）と確保方策の実施時期 

項  目 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

児童虐待防止 

ネットワークの充実 

要保護児童対策地域協議会の開催 

育児支援ヘルパー派遣回数 719 回 

子育て支援講座の開催 2 回/年 
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（６）子育て短期支援事業 

子ども・子育て支援法 

等における事業概要 

保護者の疾病等の理由により家庭において養育を受けることが一

時的に困難となった児童について、児童養護施設等に入所させ、必要

な保護を行う事業（短期入所生活援助事業（ショートステイ事業）及

び夜間養護等事業（トワイライトステイ事業））です。 

量の見込み（ニーズ量） 

の算定方法 

将来人口推計と利用意向割合・利用意向日数からニーズ量を算定し

ました。利用意向割合・利用意向日数については、平成 30 年度の各

事業の延べ利用人数から算出しました。 

確保方策の考え方 

区が指定した福祉施設において、乳幼児ショートステイ事業、子ど

もショートステイ事業、トワイライトステイ事業を実施します。 

● 関連事業 

2-2-5 子育て短期支援事業 

（ショートステイ・トワイライトステイ） 

＜事業量算定方法＞ 

乳幼児ショートステイ事業及び子どもショートステイ事業は、２か

所の施設で年間を通じて１人以上の定員を確保していることから、

365 日×2 施設×1 人＝730 人日／年としました。 

トワイライトステイ事業は 1 か所の施設で年間を通じて１人以上

の定員を確保していることから、年間の事業量を 365 人日／年とし

ました。 
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量の見込み（ニーズ量）と確保方策の実施時期 

項  目 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

量の見込み（ニーズ量） 

 

ショート 

ステイ事業 

計画上① 

（元年度） 
493 人 507 人 519 人 531 人 546 人 

再算定② 

（４年度） 
― ― 500 人 506 人 509 人 

②－① ― ― ▲19 人 ▲25 人 ▲37 人 

トワイライト 

ステイ事業 

計画上① 

（元年度） 
156 人 161 人 165 人 170 人 175 人 

再算定② 

（４年度） 
― ― 83 人 84 人 85 人 

②－① ― ― ▲82 人 ▲86 人 ▲90 人 

確保方策 

  

ショートステイ事業 730 人 730 人 730 人 730 人 730 人 

トワイライトステイ事業 365 人 365 人 365 人 365 人 365 人 

[確保方策]－[ニーズ量] 

 

ショート 

ステイ事業 

計画上① 

（元年度） 
237 人 223 人 211 人 199 人 184 人 

再算定② 

（４年度） 
― ― 230 人 224 人 221 人 

②－① ― ― 19 人 25 人 37 人 

トワイライト 

ステイ事業 

計画上① 

（元年度） 
209 人 204 人 200 人 195 人 190 人 

再算定② 

（４年度） 
― ― 282 人 281 人 280 人 

②－① ― ― 82 人 86 人 90 人 
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（７）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

子ども・子育て支援法 

等における事業概要 

乳幼児や小学生の児童を有する子育て中の保護者を会員として、児

童の預かり等の援助を受けることを希望する者と当該援助を行うこと

を希望する者との相互援助活動に関する連絡、調整を行う事業です。 

量の見込み（ニーズ量）

の算定方法 

将来人口推計と利用意向割合・利用意向日数からニーズ量を算定し

ました。 

利用意向割合・利用意向日数については、ファミリー・サポート・セ

ンター事業の実際の活動件数(預かりに関する活動)から算出しました。 

確保方策の考え方 

文京区社会福祉協議会にて子育て援助活動支援事業（ファミリー・サ

ポート・センター事業）を実施します。 

● 関連事業 

5-1-2 ファミリー・サポート・センター事業 

＜事業量算定方法＞ 

事業実績より、全体活動件数のうち小学生を対象にした預かりに関

する活動件数の割合を算出しました。 

小学生を対象にした預かりに関する活動件数の割合 5.64％ 

（平成 30 年度 活動総件数 8,977 件 うち小学生の預かり 506 件※） 

 過去 5 年間の活動実績を参考に令和 2 年度以降の総活動件数を推計

し、その値に上記割合をかけて事業量を算定しました。 
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 ※平成 30 年度から統計方法を見直しているため、直近の数字を用いて算出しています。  

 

量の見込み（ニーズ量）と確保方策の実施時期 

項  目 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

量の見込み（ニーズ量） 

 

延べ利用児童数 

小学生低学年 

計画上① 

（元年度） 
406 人 431 人 447 人 470 人 473 人 

再算定② 

（４年度） 
― ― 116 人 122 人 121 人 

②－① ― ― ▲331 人 ▲348 人 ▲352 人 

延べ利用児童数 

小学生高学年 

計画上① 

（元年度） 
120 人 124 人 128 人 133 人 141 人 

再算定② 

（４年度） 
― ― 48 人 50 人 53 人 

②－① ― ― ▲80 人 ▲83 人 ▲88 人 

合  計 

計画上① 

（元年度） 
526 人 555 人 575 人 603 人 614 人 

再算定② 

（４年度） 
― ― 164 人 172 人 174 人 

②－① ― ― ▲411 人 ▲431 人 ▲440 人 

確保方策    ― 

 

ファミリー・ 

サポート・ 

センター事業 

計画上 593 人 642 人 695 人 752 人 814 人 

[確保方策]－[ニーズ量] 

 

ファミリー・ 

サポート・ 

センター事業 

計画上① 

（元年度） 
67 人 87 人 120 人 149 人 200 人 

再算定② 

（４年度） 
― ― 531 人 580 人 640 人 

②－① ― ― 411 人 431 人 440 人 
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（８）一時預かり事業 

子ども・子育て支援法 

等における事業概要 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児につい

て、主として昼間において、認定こども園、幼稚園、保育所、地域子育

て支援拠点その他の場所において、一時的に預かり、必要な保護を行う

事業です。 

＜一時預かり事業（幼稚園型）＞ 

量の見込み（ニーズ量） 

の算定方法 

将来人口推計とニーズ調査における定期利用の預かり保育の利用意向

割合・利用意向日数からニーズ量を算定しました。 

確保方策の考え方 

区立幼稚園全園にて、幼稚園在園児を対象に、幼稚園の教育課程開始

前もしくは終了後及び長期休業中に、預かり保育を実施します。また、

一部私立幼稚園においても、預かり保育を実施します。（各園で実施内容

は異なる） 

● 関連事業 

2-1-14 区立幼稚園の預かり保育 

 

＜事業量算定方法＞ 

●区立幼稚園 

登録利用については、全園登録人数 280 人×実施日数 290 日＝

81,200 人日／年とし、一時利用については、利用者 10 人×実施園数

10 園×実施日数 290 日＝29,000 人日／年としました。 

●私立幼稚園 

各園における実施内容が異なることから、平成 30 年度における各

園の実績を踏まえ、事業量を算定しました。※ 
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量の見込み（ニーズ量）と確保方策の実施時期 

項  目 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

量の見込み（ニーズ量） 

 

一時利用の 

預かり保育 

計画上① 

（元年度） 
32,070 人 32,252 人 32,684 人 32,613 人 33,416 人 

再算定② 

（４年度） 
― ― 31,963 人 31,099 人 30,891 人 

②－① ― ― ▲721 人 ▲1,514 人 ▲2,525 人 

定期利用の 

預かり保育 

計画上① 

（元年度） 
115,952 人 116,614 人 118,175 人 117,918 人 120,821 人 

再算定② 

（４年度） 
― ― 115,567 人 112,444 人 111,691 人 

②－① ― ― ▲2,608 人 ▲5,474 人 ▲9,130 人 

合  計 

計画上① 

（元年度） 
148,022 人 148,866 人 150,859 人 150,531 人 154,237 人 

再算定② 

（４年度） 
― ― 147,530 人 143,543 人 142,582 人 

②－① ― ― ▲3,329 人 ▲6,988 人 ▲11,655 人 

確保方策 

 

区立幼稚園での 

預かり保育 
110,200 人 110,200 人 110,200 人 110,200 人 110,200 人 

私立幼稚園での 

預かり保育 
73,920 人 73,920 人 73,920 人 73,920 人 73,920 人 

合  計 184,120 人 184,120 人 184,120 人 184,120 人 184,120 人 

[確保方策]－[ニーズ量] 

 

合  計 

計画上① 

（元年度） 
36,098 人 35,254 人 33,261 人 33,589 人 29,883 人 

再算定② 

（４年度） 
― ― 36,590 人 40,577 人 41,538 人 

 ②－① ― ― 3,329 人 6,988 人 11,655 人 

 ※実績が年々伸びているため、直近の数字を用いて算定しています。 
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＜一時預かり事業（幼稚園型以外）＞ 

量の見込み（ニーズ量） 

の算定方法 

将来人口推計とニーズ調査における一時利用の預かり保育の利用意

向割合・利用意向日数からニーズ量を算定しました。 

確保方策の考え方 

3 か所（令和 5 年度以降は 4 か所）のキッズルームと区立認可保育

園 17 園において、一時預かり事業を実施します。 

● 関連事業  

2-2-1 緊急一時保育・リフレッシュ一時保育 

2-2-2 一時保育（キッズルーム） 

＜事業量算定方法＞ 

● 緊急一時保育、リフレッシュ一時保育 

  年間の事業実施日を 292 日（平成 30 年度実績）と設定し、各園

の定員の合計数が 41 人であることから、41 人×292 日＝11,972

人日／年としました。 

● 一時保育事業 

  キッズルームごとに、1 日の最大受入人数実績と開室日数（平成

30 年度実績）から事業量を算出しました。 

・キッズルームシビック 23 人×358 日＝8,234 人日／年 

・キッズルーム目白台  11 人×293 日＝3,223 人日／年 

・キッズルームかごまち 12 人×293 日＝3,516 人日／年 

・令和 5 年度に大塚一丁目都営バス大塚支所跡地に新規施設を 

 開設予定（キッズルームかごまちと同規模を想定） 

            12 人×293 日＝3,516 人日／年 
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量の見込み（ニーズ量）と確保方策の実施時期 

項  目 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

量の見込み（ニーズ量） 

 利用児童数 

計画上① 

（元年度） 
26,130 人 26,528 人 27,027 人 27,267 人 28,025 人 

再算定② 

（４年度） 
― ― 14,820 人 14,412 人 14,256 人 

②－① ― ― ▲12,207 人 ▲12,855 人 ▲13,769 人 

確保方策 

 

緊急一時保育、 

リフレッシュ一時保育 
11,972 人 11,972 人 11,972 人 11,972 人 11,972 人 

一時保育事業 14,973 人 14,973 人 14,973 人 18,489 人 18,489 人 

合  計 26,945 人 26,945 人 26,945 人 30,461 人 30,461 人 

[確保方策]－[ニーズ量] 

 合  計 

計画上① 

（元年度） 
815 人 417 人 ▲82 人 3,194 人 2,436 人 

再算定② 

（４年度） 
― ― 12,125 人 16,049 人 16,205 人 

②－① ― ― 12,207 人 12,855 人 13,769 人 
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（９）延長保育事業（時間外保育事業） 

子ども・子育て支援法 

等における事業概要 

保育認定を受けた子どもについて、通常の利用日及び利用時間以外の

日及び時間において、認定こども園、保育所等において保育を実施する

事業です。 

量の見込み（ニーズ量） 

の算定方法 

将来人口推計とニーズ調査における延長保育事業の利用意向割合から

ニーズ量を算定しました。 

確保方策の考え方 

全ての区立認可保育園及び私立認可保育園（小規模保育事業及び認証

保育所を含む）において、延長保育事業を実施します。 

● 関連事業 

2-1-18 保育園延長保育 

 

＜事業量算定方法＞ 

本計画中に新たに整備する私立認可保育園について、延長保育定員数

を 15 人（小規模保育事業は 5 人）とし、既存園の延長保育定員数に加

算して事業量を算定しました。なお、認証保育所については年度により

区民利用数が変動するため、1 か所あたりの利用数を 10 名としていま

す。 

量の見込み（ニーズ量）と確保方策の実施時期 

項  目 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

量の見込み（ニーズ量） 

 

計画上①（元年度） 1,598 人 1,624 人 1,651 人 1,661 人 1,707 人 

再算定②（４年度） ― ― 1,573 人 1,521 人 1,501 人 

②－① ― ― ▲78 人 ▲140 人 ▲206 人 

確保方策 

 

区立認可保育園の 

延長保育 
409 人 409 人 409 人 409 人 409 人 

私立認可保育園等の 

延長保育 
863 人 1,003 人 1,153 人 1,303 人 1,303 人 

合  計 1,272 人 1,412 人 1,562 人 1,712 人 1,712 人 

[確保方策]－[ニーズ量] 

 

計画上①（元年度） ▲326 人 ▲212 人 ▲89 人 51 人 5 人 

再算定②（４年度） ― ― ▲11 人 191 人 211 人 

 ②－① ― ― 78 人 140 人 206 人 
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（10）病児保育事業（病後児保育事業を含む） 

子ども・子育て支援法 

等における事業概要 

病児・病後児について、病院・保育所等に付設された専用スペース等

において、看護師等が一時的に保育等をする事業です。 

量の見込み（ニーズ量） 

の算定方法 

将来人口推計と利用意向割合・利用意向日数からニーズ量を算定し

ました。利用意向割合・利用意向日数については、平成 30 年度の実際

の利用延べ人数から算出しました。 

確保方策の考え方 

区が委託する病児・病後児保育施設で保育を実施します。 

令和 2 年度に都立駒込病院内病児・病後児保育施設を、令和 3 年度

に春日・後楽園駅前地区病児・病後児保育施設を新規開設し、4 か所の

施設で実施します。 

● 関連事業 

2-2-3 病児・病後児保育 

 

＜事業量算定方法＞ 

年間の平均開室日数を 240 日（平日のみ）とし、各施設の定員数を

掛け合わせ、受入可能人数を算出しました。病気の流行状況等により、

一定程度お断りせざるを得ない運営状況を見込み、直近のお断り件数

実績をもとに稼働可能率を設定し、受入可能人数に掛け合わせて事業

量を算出しました。 

・保坂病児保育ルーム         6 人×240 日＝1,440 人日 

・順天堂病後児保育ルーム「みつばち」 6 人×240 日＝1,440 人日 

・都立駒込病院内施設に区民枠確保   4 人×240 日＝960 人日 

 （令和 2 年 9 月開設予定とし、令和 2 年度の開室日数は 140 日としました。） 

・春日・後楽園駅前地区に開設     6 人×240 日＝1,440 人日 

 （開設までに最低限必要な準備期間を見込み、令和 3 年 4 月開設としました。） 
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量の見込み（ニーズ量）と確保方策の実施時期 

項  目 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

量の見込み（ニーズ量） 

 

計画上①（元年度） 2,985 人 3,076 人 3,154 人 3,228 人 3,293 人 

再算定②（４年度） ― ― 1,639 人 1,636 人 1,624 人 

②－① ― ― ▲1,515 人 ▲1,592 人 ▲1,669 人 

確保方策 

 

保坂病児保育ルーム 1,440 人 1,440 人 1,440 人 1,440 人 1,440 人 

順天堂病後児ルーム 

「みつばち」 
1,440 人 1,440 人 1,440 人 1,440 人 1,440 人 

都立駒込病院内病児・ 

病後児保育施設 

（東京都立駒込病院病

児・病後児保育室「ろ

びん」） 

560 人 960 人 960 人 960 人 960 人 

春日・後楽園駅前地区 

病児・病後児保育施設 

（ゆうひが丘春日病児

保育ルーム） 

0 人 1,440 人 1,440 人 1,440 人 1,440 人 

小  計 3,440 人 5,280 人 5,280 人 5,280 人 5,280 人 

稼働可能率 74.3% 74.3% 74.3% 74.3% 74.3% 74.3% 

事 業 量 2,556 人 3,923 人 3,923 人 3,923 人 3,923 人 

[確保方策]－[ニーズ量] 

 

計画上①（元年度） ▲429 人 847 人 769 人 695 人 630 人 

再算定②（４年度） ― ― 2,284 人 2,287 人 2,299 人 

②－① ― ― 1,515 人 1,592 人 1,669 人 

※文京区では、訪問型病児・病後児保育事業（ベビーシッター利用料の助成）を独自に実施しています。 
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（11）放課後児童健全育成事業 

子ども・子育て支援法 

等における事業概要 

保護者の就労等により、日中家庭において適切な保護が受けられない

児童に対し、育成室や小学校の余裕教室等を利用して適切な遊びや生活

の場を提供し、その健全な育成を図る事業です。 

量の見込み（ニーズ量） 

の算定方法 

将来人口推計とニーズ調査における育成室の利用意向割合からニー

ズ量を算定しました。さらに潜在的なニーズとして、ニーズ調査におい

て育成室を利用していない者のうち、「利用したいが空きがない」「利用

したいが近くにない」を選択し、一定の条件があえば利用の可能性があ

る層を加えました。 

確保方策の考え方 

現在の育成室事業を継続し、計画期間中に新たに 9 か所の育成室を

整備します。また、老朽化等により改修が必要な育成室についても整備

を行い、児童受け入れ定員数の維持確保を行います。 

また、全区立小学校 20 校において放課後全児童向け事業を実施し、

児童の放課後の居場所を提供しています。今後は実施時間の延長など、

事業の充実を図ります。 

 

● 関連事業 

2-3-1 育成室の整備及び運営 

2-3-2 育成室の障害児保育 

2-3-5 民間事業者誘致による都型学童クラブの整備 

 

＜事業量算定方法＞ 

本計画中に新たに整備する育成室について、定員数を概ね 40 人と設

定し、既存育成室の定員数に加算することで、事業量を算定しました。 
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量の見込み（ニーズ量）と確保方策の実施時期 

項  目 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 

量の見込み（ニーズ量） 

 

低

学

年 

利用児童数 

（1年生） 

計画上① 

（元年度） 
772 人 821 人 831 人 898 人 835 人 

再算定② 

（４年度） 
― ― 819 人 881 人 813 人 

②－① ― ― ▲12 人 ▲17 人 ▲22 人 

利用児童数 

（2年生） 

計画上① 

（元年度） 
582 人 605 人 644 人 651 人 703 人 

再算定② 

（４年度） 
― ― 637 人 639 人 686 人 

②－① ― ― ▲7 人 ▲12 人 ▲17 人 

利用児童数 

（3年生） 

計画上① 

（元年度） 
477 人 514 人 536 人 569 人 576 人 

再算定② 

（４年度） 
― ― 534 人 565 人 567 人 

②－① ― ― ▲2 人 ▲4 人 ▲9 人 

計 

計画上① 

（元年度） 
1,831 人 1,940 人 2,011 人 2,118 人 2,114 人 

再算定② 

（４年度） 
― ― 1,990 人 2,085 人 2,066 人 

②－① ― ― ▲21 人 ▲33 人 ▲48 人 
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高

学

年 

利用児童数 

（4年生） 

計画上① 

（元年度） 
103 人 104 人 113 人 117 人 124 人 

再算定② 

（４年度） 
― ― 111 人 116 人 123 人 

②－① ― ― ▲2 人 ▲1 人 ▲1 人 

利用児童数 

（5年生） 

計画上① 

（元年度） 
81 人 81 人 81 人 88 人 91 人 

再算定② 

（４年度） 
― ― 81 人 86 人 90 人 

②－① ― ― 0 人 ▲2 人 ▲1 人 

利用児童数 

（6年生） 

計画上① 

（元年度） 
84 人 93 人 92 人 93 人 100 人 

再算定② 

（４年度） 
― ― 90 人 92 人 99 人 

②－① ― ― ▲2 人 ▲1 人 ▲1 人 

計 

計画上① 

（元年度） 
268 人 278 人 286 人 298 人 315 人 

再算定② 

（４年度） 
― ― 282 人 294 人 312 人 

②－① ― ― ▲4 人 ▲4 人 ▲3 人 

確保方策 

 

育成室の整備（低学年） 1,862 人 1,942 人 2,022 人 2,120 人 2,120 人 

放課後全児童向け 

事業の充実 

日数・時間の充実（全校） 
  

 

 

 

 

 

 

 

※  なお、この放課後児童健全育成事業については、第１回会議の資料第４号（別紙 2－２）において、 

既に量の見込みの再算定結果と確保方策の比較をご確認いただいております。 
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（12）実費徴収に係る補足給付を行う事業 

子ども・子育て支援法に規定する教育・保育給付の認定及び施設等利用給付の認

定を受けた保護者のうち、低所得で生計が困難な方の子どもが教育・保育等を受け

た場合に、当該保護者が支払うべき費用の一部を補助することにより、子どもの健

やかな成長を支援します。 

 

（13）多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 

保育施設の量的拡大を進める上で、多様な事業者の新規参入を促進するため、事

業開始前における事業実施等に関する相談・助言、事業開始後の区立園長等経験者

による利用児童への対応等に関する巡回指導等、新規参入施設の事業の推進状況に

応じた必要な支援を行っていきます。 


